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１.実施計画策定の趣旨

２.実施計画の性格と役割

第１章　はじめに

　沖縄県では、高度な空港機能と広大な周辺公有地、更には、東アジア
の中心に位置する地理的特性など、下地島の有する優位性や発展可能性
のある資源・資産を有効活用するための指針として、平成27年３月に
「下地島空港及び周辺用地の利活用基本方針」（以下「基本方針」とい
う）を策定した。
　基本方針は、民間事業者のノウハウ等に基づく主体的かつ実現性・持
続性のある利活用を促進することで、宮古圏域並びに沖縄県の経済・社
会の発展に寄与することなどを基本的な考え方とした上で、利活用の目
標像を定めたものである。
　「下地島空港及び周辺用地の利活用実施計画」（以下「実施計画」と
いう）は、基本方針で掲げた利活用の目標像を実現するため、個々の事
業の内容を具体化し、今後の取り組みを明らかにすることを目的に策定
する。

　実施計画は、空港及び周辺公有地等の公有財産を有効活用して実施す
る事業の計画として定めるものであり、基本方針で掲げた利活用の目標
像の実現に向けて、下地島空港と周辺用地、それぞれで実施する利活用
事業を明確にする。
　また、取り組みにあたっては、民間事業者及び地域機関である宮古島
市や関係団体等との相互連携により、推進することを目指す。

図1.2　下地島空港及び周辺用地の利活用　基本方針と実施計画の関係
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３.実施計画に位置づける事業の選定

４.民間事業者、沖縄県及び地域機関の役割分担

　基本方針では、下地島空港及び周
辺用地で実施する利活用事業は、新
たな地域の産業として定着し、成長
し続けることで、将来にわたり経
済・社会の発展に貢献する持続性の
ある利活用となることを期待してい
る。
　これを実現するためには、事業主
体である民間事業者と、事業機会の
提供者である沖縄県及び地域機関そ
れぞれの役割分担を踏まえつつ、相
互に協力、連携し続けることが重要
であることから、実施計画ではこれ
を明確にする。

図1.4　役割分担と相互連携、協力のイメージ

　表1.4　主体ごとの役割分担の明確化

　基本方針では、民間事業者のノウ
ハウ等に基づく主体的な利活用提案
を踏まえて利活用事業の推進を図る
としていることから、実施計画に位
置づける事業については、民間事業
者からの事業提案をもとに選定する
ことを基本とする。
　新たな事業や産業による利活用の
拡大に向けて、引き続き事業選定等
に取り組むとともに、社会的な波及
効果が高いと認められる事業に対し
ては、公的機関等による事業促進策
を講じて支援し、経済波及効果等の
拡大を目指す。

図1.3　事業選定のイメージ

主体 役割

民間事業者
下地島空港を活用した事業活動の実施による地域経済等への貢献
周辺用地を活用した事業活動の実施による地域経済等への貢献

沖縄県 観光客受入体制の整備や魅力ある観光地づくりの推進
関連公共施設の整備
誘致・誘客活動等のプロモーションの実施・支援
地域の公共交通の利便性向上の取り組み
事業実施環境の整備、協力 等

地域機関
（宮古島市、関係団体等）

社会的な波及効果が高い事業に対しては、必要に応じて、
公的機関等による事業促進策を講ずる

民間事業者の事業ニーズ・事業提案

下地島空港

○ 基本方針との適合性⇒必要に応じて見直し

○ 先行事業との協調性・親和性
○ 主体性、将来性（実現性及び持続性）
○ 自然環境との調和性
○ 経済・社会への貢献度 等

周辺用地

確認・審査

事業の実施

条件協議、基本合意、実施計画への位置づけ

Step.1

Step.2 

Step.3 

Step.4 

利活用候補事業選定
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１.事業の構成

※

２.事業の実施計画

＜基幹事業＞

＜関連社会資本整備事業＞

第２章　利活用の目標像の実現に向けて実施する事業

　実施計画に位置付ける事業の
構成は、民間事業者のノウハウ
に基づき実施される事業活動を
「基幹事業」とし、この事業活
動を実施するために必要な公的
機関が行う「関連社会資本整備
事業」及び事業活動を促進させ
て更なる経済波及効果の獲得を
目指す「効果促進事業」に分類
する。

構成事業の名称及び定義は、社会
資本整備総合交付金制度（国土交
通省）を参考とした。

図2.1　事業の分類イメージ

番号 事業名

年度別計画
沖縄21世紀ビジョン実施計画 新・沖縄21世紀ビジョン実施計画

後期
実施
主体

実施
箇所

R4 R529 30 31(R1) R2 R3 R7～R6

国際線等の旅客及び
プライベート機の受入基-1

国際線等旅客施設整
備・運営及びプライ
ベート機受入事業

民間 空港
旅客施設

調査･設計･工
事

（掲載年次）平成28年度

供用
開始

建設
工事

旅客ターミナルの
ネット・ゼロカーボ
ン化事業

空港

（掲載年次）令和５年度

民間
ハンガー/観光/訓練施設　調査・設計・工事

実験機の試験

関-2
下地島空港構内道路
整備事業 県 －

構内道路
調査･設計･工事

（掲載年次）令和２年度

空港

（掲載年次）令和２年度

関-1
下地島空港ターミナ
ル地区整備事業 県 －

ターミナル地区
調査･設計･工事

（掲載年次）平成28年度

基-3

基-2
下地島宇宙港事業

民間
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＜効果促進事業＞

３.事業の成果指標

＊1：再生可能エネルギーを除き、一次エネルギー消費量を50％以上削減

＊2：再生可能エネルギーを除き、一次エネルギー消費量を50％以上削減し、かつ再生可能エネルギーを加えて、

　　　一次エネルギー消費量を100％以上削減

年度別計画

効-1

下地島空港旅客に向
けたコンテンツ創出
事業

市 －

（掲載年次）令和２年度

29 30 31(R1) R2 R3 R7～R5

番号 事業名

R6

実施
主体

実施
箇所

3
省エネ性能認証制度
（BELS）による認証

-

2
下地島空港からの

宇宙旅行者数
-

備考

ZEB Ready※1

（R5年度）
ZEB※2

（R7年度）

0人/年
（R2年度）

100人/年
（R7年度）

1-2

-

1-1
下地島空港の年間旅客者数

(乗降客数)

番号 指標名

下地島空港を拠点とした短時間周遊や
体験型プログラムの開発・情報発信

沖縄21世紀ビジョン実施計画 新・沖縄21世紀ビジョン実施計画

-プライベート機受入数

基準値 目標値

18人/年
（H27年度）

13回/年
（R3年度）

57万人/年
（R7年度）

13回/年以上
（R6年度）

R4
後期
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１.事業の実施に向けた取り組み

２.実施計画の更新

図3.2　実施計画の更新作業のイメージ

第３章　実施計画の推進

　沖縄県は、実施計画に位置づけられた民間事業者の事業の実施準備が
円滑に進むよう、地域機関と連携しながら事業実施環境の整備、協力等
の支援を行い、事業の実施準備が整った段階で、民間事業者に対して事
業の実施に必要な公有財産の使用許可等を行う。
　民間事業者は、使用許可等を受けた公有財産を活用して、基本方針及
び実施計画に基づき、公益に資するよう事業を実施する。
　民間事業者による事業開始後も、引き続き地域機関と共に事業の継続
に向けて必要な協力、連携等を行うとともに、事業の進捗状況について
レビュー（精査・点検）を行う。

図3.1　事業の実施に向けた取り組みのイメージ

　沖縄県は、基本方針に基づき、今後も下地島空港及び周辺用地の更な
る利活用に向けた取り組みを推進し、実施計画の更新を行う。
　具体的には、既に実施計画で定めた事業の進捗を考慮しながら、新た
な利活用事業の募集・選定等を進め、基本方針との適合性、先行事業と
の協調性・親和性等の確認・審査を実施しつつ、必要に応じて基本方針
の見直しも行いながら、新たな事業として実施計画に追加して行く。

連携 レビュー

事業継続への
協力、連携等

事業実施

事業継続への
協力、連携等

事業実施条件整備条件協議

民間事業者

沖縄県

地域機関

事業実施準備

事業実施環境の
整備、協力等

事業実施環境の
整備、協力等

公有財産の
使用許可等

基本合意
実施計画への位置づけ

必要に応じ、条件協議
手続きに参画

実施計画

追加

基幹事業

基-1

事業
実施

基-4

基-2

基-3

関連社会資本
整備事業

関-1

関-2

効果促進事業

効-1

効-3

効-2

関-3

効-4関-4

新たな利活用
事業の募集・選定等

利活用
事業提案

利活用
事業提案

利活用
事業提案

基本方針

必要に応じて見直し
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＜附属資料１＞基幹事業の事業概要

附1



基-１

附1-1



基-２

附1-2



基-３

附1-3



平成29年２月

（注）図中の事業箇所は、概略の事業範囲を示したものである。

＜附属資料２＞基幹事業の事業箇所図

基-1 国際線等旅客施設整備・運営及びプライベート機受入事業

①旅客ターミナル施設整備

下地島 面積約 954ha

空港告示面積 約361ha

基-2 下地島宇宙港事業

基-3 旅客ターミナルのネット・ゼロカーボン化事業

基-1 国際線等旅客施設整備・運営及びプライベート機受入事業

②プライベートジェット代表とするジェネラルアビエーションの

受入体制構築

附2


